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２月２７日（金） 発言順番 １ 永野 雅己 議員

質 問 事 項 質 問 要 旨 質問の相手

質問事項１

畜産業の持続的発展に向け

た取組について

本市の畜産業は、和牛生産・肥育を中心に、農

業産出額の大きな割合を占める基幹産業であり、

地域経済及び雇用を支える重要な役割を担って

おります。一方で、担い手の高齢化や離農の進行、

子牛価格や飼料価格の変動、さらには家畜伝染病

への対応など、経営環境は年々厳しさを増してお

ります。このため、本市の畜産業を将来にわたり

持続可能な産業として維持・発展させていくため

には、生産基盤の現状を的確に把握するととも

に、経営安定対策、防疫体制の強化などを総合的

に進めていく必要があります。

そこで、和牛生産農家の現状と課題、価格動向

への対応、防疫体制の在り方などについて、市の

取組状況と今後の方向性を伺います。

市長

（１）和牛生産農家の現状と

今後

本市における和牛生産農家について、戸数、飼

養頭数、経営規模の推移を見ると、高齢化や後継

者不足により廃業や規模縮小が進み、母牛頭数の

減少が指摘されています。こうした状況を踏ま

え、市として現在の生産基盤の現状をどのように

分析しているのか伺います。

また、今後、母牛頭数の維持・回復を含め、和

牛生産をどのように維持・発展させていく考え

か、市の見解を伺います。

さらに、このまま推移した場合、将来的に生産

基盤の縮小が避けられないと考えられますが、そ

のリスクに対して、構造的な対策を講じる考えは

ないのか伺います。

（２）子牛価格と牛肉消費動

向が肥育経営に及ぼす影響

近年の子牛価格の動向と、全国的な牛肉消費量

の推移について、市はどのような関係性があると

分析しているのか伺います。

また、消費動向の変化が子牛価格や枝肉相場に

影響を及ぼす中で、本市の肥育農家の経営にどの

ような影響が生じていると認識しているのか見

解を伺います。あわせて、現在、市として講じて
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いる支援策や対策の内容について伺います。

さらに、今後の牛肉消費の動向や価格環境の変

化により、肥育農家の経営継続が一層困難となる

ことも想定されますが、そうした事態に備え、短

期的・緊急的な支援策を検討する考えはないのか

見解を伺います。

（３）家畜防疫体制について 家畜・家禽に対する本市の防疫体制の現状と、
か き ん

今後の強化策について伺います。

農場間の感染拡大を防ぐため、発生地域の農場

を訪問した後はすぐに別の農場へ移動せず、一定

期間を空ける「ダウンタイム」の考え方について

どのように認識しているのか伺います。

質問事項２

農業を支える基盤と担い手

対策について

農業を持続的に発展させていくためには、農地

の有効活用や生産性の向上に加え、将来を担う人

材の確保が不可欠です。

しかしながら、農業従事者の高齢化や担い手不

足、離農の進行により、生産基盤の弱体化が懸念

されています。こうした状況を踏まえ、農地集約

化の推進やスマート農業の導入支援、中山間地域

対策の充実、さらには多様な担い手を確保する取

組を一体的に進めていくことが求められます。ま

た、農業所得の向上を図る観点から、ふるさと納

税返礼品としての農産物の活用も重要な施策の

一つであります。

そこで、本市農業を支える基盤整備の取組状況

と担い手対策の現状について整理するとともに、

今後の施策の方向性について伺います。

市長

（１）農地集約化基盤整備事

業とスマート農業について

農地が分散していることが生産効率を低下さ

せているとの指摘がありますが、農地集約化基盤

整備事業の現在の進捗状況と、今後の進め方につ

いて市の考えを伺います。

また、スマート農業の導入状況とそれを農地集

約化や作業効率の向上につなげる取組について、

市はどのように進めているのか伺います。
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（２）農地集約化における農

業委員会の役割

農地集約化において農業委員会に期待する役

割と現在の取組体制について伺います。

農地集約化に伴う農業委員会の業務内容の整

理状況と業務負担に対する認識について伺いま

す。

農業委員会が把握する耕作者情報・地図協議・

荒廃農地情報が担い手への農地集積にどのよう

に活用されているか伺います。

また、農業振興課と農業委員会が連携し、今後

どのような将来像を描いて農地集約化を進めて

いくのか伺います。

（３）中山間地域等直接支払

交付金事業及び多面的機能支

払交付金事業について

中山間地域等直接支払交付金事業及び多面的

機能支払交付金事業の実施状況とその効果につ

いて、どのように評価しているのか伺います。

また、不利な条件にある農地での農業継続を支

え農村の共同活動による環境保全・農地機能維持

を行っているが、どこの地区でも高齢化が進んで

きている現状で、今後の進め方について伺いま

す。

（４）離農と担い手問題 離農の実態と主な要因をどのように把握し、離

農の進行と担い手不足の深刻化をどのような課

題として認識しているのか伺います。

また、新規就農者や後継者への経営面・労働面

の支援について伺います。

さらに、農業を「職業として選ばれる産業」と

するため、所得向上や働き方改善に向けた施策を

どのように考えているか伺います。

（５）ふるさと納税返礼品（農

産物）

ふるさと納税返礼品としての農産物の供給状

況と今後の拡充に向けた方針について伺います。

また、加工品化やブランド化の現状と今後につ

いて伺います。
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２月２７日（金） 発言順番 ２ 小川 真 議員

質 問 事 項 質 問 要 旨 質問の相手

質問事項１

人口減少について

小林市民の転出について、社会減が人口構造に

与えている影響をどのように分析し、どのように

対応しているのか伺う。

市長

（１）小林市の人口減少（自然

減・社会減）の実態について

小林市の人口減少の分析をする。人口減少が

「加速」する要因の共通理解を図り、都城市の手

厚い移住支援制度による影響、2023 年から 2024

年にかけての転入・転出の状況を問う。

（２）若年層の社会減の傾向

について

若年層が転出している実態と状況をどう分析

し、また自治体としての危機感、社会減への対策、

施策をどのように行っているのか問う。

（３）てなんど小林総合戦略

について

第３期てなんど小林総合戦略の実施に向け、第

２期総合戦略の主な施策の振り返りと、過去のＫ

ＰＩを基に転入状況の確認を行い、市の移住施策

である移住等促進支援事業、空き家対策事業及び

中心市街地創業支援事業の課題等を問う。

（４）転入者に寄り添った施

策について

転入を施策として捉え、移住定住支援を真剣に

取り組むのであれば、転入者に寄り添ったより丁

寧な施策や案内が必要と考える。特に小林市はご

み分別が転入者の初期負担になっている実態が

ある。市の分析、検証が行われているか。ごみ分

別へのスタート支援などを問う。

質問事項２

地方創生の推進について

当会派、立新会は内閣府を訪問し、地方創生の推

進について現状の課題等について説明を受けた。

それらを踏まえ、以下について伺う。

市長

（１）国との連携について 内閣府によると、東京一極集中、過度な転入超過、

地方部と都市部の賃金格差、同時に地方部での男

女の賃金格差を問題視していた。国の施策との連

携は、どのような形で図られているのか問う。

（２）取り組むべき３つの柱

について

令和７年 12 月閣議決定された「地方創生に関

する総合戦略」では政策目標を①強い経済、②豊

かな生活環境、③選ばれる地方の３つを掲げてい

た。市は、国の施策をどのように共有されている

のか問う。
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２月２７日（金） 発言順番 ３ 堀 研二郎 議員

質 問 事 項 質 問 要 旨 質問の相手

質問事項１

市道における緊急車両の通

行について

市内道路において段差等により、救急車が減速

して通行しなければならない箇所があり、救急搬

送業務に支障を来している状況があると聞いて

いる。

そういった観点からの道路整備の在り方等に

ついて、市としてどのように考え西諸広域行政事

務組合と連携していくかを伺う。

市長

質問事項２

人材バンクの構築について

地域や各分野における担い手・指導者確保が課

題となっている中、今構築を進められている指導

者人材バンクの進捗状況と今後の展望・展開を伺

う。また、様々な分野において、今後、人材不足

が懸念されるが、市として、スポーツ分野にとど

まらず各分野での人材バンクを構築していく考

えはないか伺う。

市長

教育長

（１）スポーツ協会における

指導者人材バンクの状況につ

いて

指導者人材バンクの概要と運用開始時期、周知

方法など具体的な進捗状況を伺う。

（２）指導者人材バンクの活

用方法について

スポーツクラブやスポーツ少年団に限らず、各

分野においても担い手・指導者確保に苦慮してい

る状況にある。人材バンクの汎用的な活用や可能

性を探る。

質問事項３

農業戦略について

本市の農業を持続可能な産業にしていくため

には、単なる生産量の確保だけではなく、農家所

得率の向上が不可欠と考える。特に、肥料や資材、

燃料など外的資材への依存を抑え、経費を削減す

る視点が重要だと考える。現在の農業戦略におい

て、外的資材投入の削減と所得率向上をどのよう

に位置付けているか、今後の方向性について市の

見解を伺う。また、基幹産業である農業の存続を

懸けた農業従事者の確保においての考えを伺う。

市長

（１）農家所得向上について 農地の集約化や農機の性能向上による農業生

産の効率化を求める農業への転換が進められて

いるが、農家にとってそれらに投資した経費が重
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くのし掛かる農業経営になっていないか。本市に

おける産地の特徴からみた、適正規模の経営や所

得向上に向けた農業戦略を探る。

（２）就農者確保について 担い手の確保は依然として厳しい状況にある

が、農業や食への関心が少ない訳ではないと考え

る。そのような中で、本市の就農情報は少なすぎ

ると感じており、関係機関との総力で人材確保に

動く必要があると考える。行政としての対応策を

伺う。
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２月２７日（金） 発言順番 ４ 橋本 律子 議員

質 問 事 項 質 問 要 旨 質問の相手

質問事項１

市民レベルの地球温暖化対

策について

小林市の「ごみ・リサイクル白書」によると、

本市のゴミのリサイクル率は 60.5%（令和元年

度）で、ごみ処理において全国トップクラスの先

進地となっている。しかし、地球温暖化対策を考

えるとき、リサイクルは、いわゆる４Ｒの４番目

にすぎず、地球温暖化対策のためには残りの３Ｒ

（リフューズ…断る／リデュース…減らす／リ

ユース…再使用）への取組が不可欠である。

市民の意識を喚起するための一つの手だてと

して、「マイボトル運動」を提起できないか伺う。

市長

（１）ごみ減量・リサイクル推

進事業の現状について

小林市の家庭ごみの排出量は、平成 12 年度を

ピークに毎年減少しており、平成 21 年度はピー

ク時に比べ半減している。一方、リサイクル品の

排出量は令和元年度は平成 16 年度の約２倍に増

えている。具体的に、リサイクル品の何がどのく

らい増減しているのか、またその要因について伺

う。

（２）ペットボトルのリサイ

クルから、リデュース・リフュ

ーズへ

ペットボトルをリサイクル品として回収する

ことは大切だが、そもそもペットボトルの飲料を

買う頻度を減らす一つの方法として、「マイボト

ル運動」に取り組む考えはないかを伺う。

質問事項２

学校の在り方について

市内 12 の小学校区単位での「小林市立学校の

在り方に関する意見交換会」が終わり、令和８年

度の５月頃には方針が出されると聞いている。

これまでの意見交換会のまとめと、方針の立て

方、また、方針が発表された後どのように進めて

いくか見通しを伺う。

市長

教育長

（１）「小林市立学校の在り方

に関する意見交換会」の総括

について

去る１月 27 日、総務文教委員会において、「学

校の在り方に関する意見交換会」についてのまと

めの資料が出された。それによると、「提言書」に

「賛同しない」または「どちらとも言えない」と

いう意見が、須木地区、紙屋地区などでは特に多

かったようである。
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こういった、小規模の学校区の意見をどう方針

に取り入れるつもりかを伺う。

（２）今後の進め方の見通し

について

令和８年５月頃に方針を出したあと、市民への

周知をどうするのか、また、方針に対する意見の

集約などをどう進めるのか、その見通しを伺う。

質問事項３

児童センターの運営につい

て

子どもから高齢者まで、幅広い世代が利用し、

健康づくりやコミュニティーの醸成に資するこ

とができる施設として、市内に２か所の児童セン

ターが開設されている。この児童センターが使い

にくいという声があるが、現在の運営の状況と改

善について伺う。

市長

（１）遊戯室の環境整備につ

いて

中央児童センター・西小林児童センターとも

に、幼児室と図書室にはエアコンが設置されてい

るが、一番多くの子どもたちが遊ぶ遊戯室には付

いていないため、真冬や夏場は利用しづらいとい

う声がある。利用者の要望に応えて設置する考え

はないかを伺う。

（２）開館日数について 児童センターを利用する保護者や子どもたち

からは、休館日が多すぎるという声が上がってい

る。開館日数を削減した理由と、改善する余地は

ないのかを伺う。

質問事項４

高齢者への支援策について

第３次小林市総合計画では、「いきいき」分野の

中の「高齢者支援を推進します」として、「高齢者

が活躍する社会づくり」を謳っている。高齢者支

援の在り方について伺う。

市長

（１）高齢者が活躍する社会

づくりについて

介護も必要なく認知症でもない高齢者が、「い

きいき」と暮らし活躍するための手だての一つと

して、補聴器購入助成制度を新設する考えはない

かを伺う。

（２）補聴器購入助成制度の

広がりについて

この間、県内でも新たに美郷町や門川町が助成

に乗り出し、全国的にも加齢性難聴者への補聴器

購入助成制度を実施する自治体が急増している。

多くの市民が望むこの施策について、どう考える

かを伺う。

9



質問事項５

全天候型ドームの建設計画

について

令和７年９月議会に追加予算として提出され

た「新しい地方経済・生活環境創生交付金事業費」

は、ＪＲ小林駅近くの中央ふれあい広場に「全天

候型ドーム」を整備するための地質調査や測量設

計費として 2,560 万円を補正計上した。これは、

後年度負担としてＲ８～Ｒ９年度に総事業費約

６億 8,000 万円を見込む大事業である。この計画

の今後の進め方と見通しを伺う。

市長

（１）事業の目的や必要性、提

案に至る前の経緯について

９月議会が９月１日に開会された後、遅れて９

月 10 日に追加議案として出された理由と、事業

の目的・必要性を再度伺う。

（２）来年度、再来年度の進め

方について

健幸のまちづくり拠点施設は、実施設計と施工

を一括発注する「デザインビルド方式」で発注す

ることを決めた上で、公募型プロポーザル方式で

業者選定を行ったが、今回はどういう方式で選定

を行う予定なのかを伺う。

質問事項６

地区体育館の整備について

現在、旧小林市内には６箇所の地区体育館があ

るが、建物自体の老朽化のほか、施設・設備が傷

んだままになっている状況が見られ、日常の使用

に支障を来している現状がある。今後の整備の見

通しを伺う。

市長

教育長

（１）真方地区、東方地区体育

館の整備について

真方地区体育館はネットが破れたまま、鍵が壊

れたままになっており、東方地区体育館は壁の板

がはがれて散々な状態のまま放置されている。改

修・修繕の見通しを問う。
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３月２日（月） 発言順番 ５ 能勢 誠 議員

質 問 事 項 質 問 要 旨 質問の相手

質問事項１

ふるさと納税による企業成

長を「市民の手取り所得向上」

へつなげる出口戦略について

本市のふるさと納税は牛肉を筆頭に大きく伸

び、設備投資を進める事業者も見られます。しか

し、現場からは投資余力の差による事業者間の格

差拡大を危惧する声や「仕事が増え給料の額面は

上がったが、税・社会保険料の負担増で手取り額

が変わらず楽にならない」との悲鳴が届いていま

す。ふるさと納税による企業成長をいかにして

「市民の実質的な手取り所得」の向上や地域全体

の底上げにつなげるのか、具体的な出口戦略を問

います。

市長

（１）「自前ポータルサイト」

導入による中間手数料の削減

令和７年９月議会で、自前ポータルサイトは構

築コスト等の面から慎重な検討課題と答弁され

ましたが、現在も多額の中間手数料が市外へ流出

し、地域内の利益を損なっています。この手数料

を削減し、直接的に生産者の利益や、「従業員のさ

らなる賃上げ原資」に転換するため、自前サイト

構築による利益率向上を提案しますが、市の見解

を求めます。

（２）返礼品登録事務の迅速

化と市外業者参入の現状確認

市内の事業者がふるさと納税に参入しようと

申請しても、市の審査や登録事務に時間を要し、

販売機会を逃しているとの声があります。事務の

迅速化を求めると同時に、現在、本市の制度にお

いて「市外業者」の参入は可能な仕組みとなって

いるのか、また参入している場合の市内事業者と

の優先順位や取扱基準はどうなっているのか、実

態を伺います。

（３）基幹産業を守る「生産者

支援基金」の創設

本市の返礼品の主力である牛肉は、枝肉相場の

変動という自力では克服困難な外的要因に左右

されます。繁殖・肥育農家が安心して経営を継続

し、本市の基幹産業を守り抜くため、ふるさと寄

附金の一部を不測の事態に備える「生産者支援基

金」として積み立てる仕組みを提案しますが、市

の見解を求めます。
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（４）過度な安売り競争を防

ぐ「適正利益保護」の指針策定

ふるさと納税による経済の循環を、繁殖農家か

ら精肉店まで全ての事業者が享受できる環境づ

くりが必要です。市内の事業者が過度な安売り競

争で疲弊し、持続可能性を損なうことがないよ

う、実態を把握し、地域内での適正な利益分を保

護するための明確な指針（ガイドライン）の策定

を求めます。

（５）配送負荷のない「環境価

値」返礼品の開発

物流コスト増や運転手不足が深刻化する中、従

来の配送型返礼品に加え、小林市の森を守る「木

を植える権利」など、環境貢献型メニューを開発

し、配送リスクを避けつつ高い利益を確実に地域

へとどめる戦略の考えについて問います。

質問事項２

「健幸のまちづくり」を支

える足元の安全確保と命を育

む教育について

市長が推進する「健幸のまちづくり」の土台は、

市民が安心して「歩ける」環境です。しかし、地

域の高齢者などから「道が怖くて歩けない」とい

う声が届いています。市民の安全を守るインフラ

整備と、次代を担う子どもの豊かな学びについ

て、市の姿勢を問います。

市長

教育長

（１）忠霊塔付近や売子木交

差点周辺における歩道・路面

の迅速な改修

忠霊塔付近の生活道路や売子木交差点につな

がる国道・市道の歩道において、マンホールのガ

タつき、側溝蓋の隙間、路面の凸凹が放置され、

歩行者やシルバーカー利用者の転倒リスクが高

まっています。市民に歩くことを推奨している

中、これらインフラの不備を放置せず、迅速な点

検と改修を行う体制の整備について伺います。

（２）「菌ちゃん野菜づくり」

による循環型食育と環境教育

の展開

微生物の力を借りて生ごみを土に還す「菌ちゃ

ん野菜づくり」は、幼児期から命の循環を学ぶ食

育であり、地球温暖化防止や生ごみ減量など環境

行政の側面も併せ持ちます。このような取組を次

期食育・地産地消推進計画や地球温暖化対策実行

計画などへ位置づけ、市民の協力を得るための工

夫や意欲ある教育・保育施設などを対象としたモ

デル実証を公募で行うなど、具体的な普及に向け

た働きかけを求めます。
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質問事項３

オールスマイル商品券給付

事業の事務費 3,654 万円を市

民の「納得」と「まごころ」に

変える戦略

令和８年１月臨時議会で可決した、１人当たり

１万円相当の商品券を給付する本事業に対し、市

民からは「隣接自治体の現金給付のように、経費

と手間の少ない手法にすべきだ」との厳しいお叱

りを受けています。前回の配布遅延に対する不信

感も根強い中、あえて多額の事務費を投じて商品

券とすることと、現金以上の経済効果をどう担保

するのか、市民の不満に対する見解を求めます。

市長

（１）配送時の高齢者安否確

認

全世帯への訪問による確実な手渡しを通じて

高齢者の安否確認等を行う「福祉・見守り」の価

値につなげる運用上の工夫はできないか伺いま

す。

また、遅延を防ぎつつ、配布のプロセス自体を

市民の安心につなげる考えを問います。

（２）商品券発行による「地域

内経済循環」の最大化

現金給付ではなく「市内限定の商品券」に経

費・時間・手間をかけることが、市内の小売・サ

ービス業者にどのような経済波及効果をもたら

し、地域全体の経済循環をどう強めると考えてい

るのか、市の見解を求めます。

（３）民間事業者との連携に

よる利便性確保と委託の検討

移動手段を持たない高齢者が「庭先」で確実に

券を使えるよう、地域を巡回する移動販売業者や

車両保有事業者への委託を含めた支援体制を構

築し、市民の使い勝手を拡充させる運用はできな

いか見解を問う。

質問事項４

市民を主役にした持続可能

な「デマンド型交通」等の再構

築について

昨年度のデマンド型交通（予約型タクシー）の

実証運行の結果、本格実施には至らず、移動に困

窮する市民の失望は大きいと考えます。調査結果

を単なる「見送り」の根拠で終わらせず、市民と

共に「本当に使いやすい地域交通」を再設計する

ための体制を問います。

市長

（１）市民ワークショップに

よる「納得感」のある交通網設

計

行政主導ではなく、調査データを市民に開示

し、住民・専門家・事業者が対等に話し合ってデ

マンド型交通等のルートや運行形態を設計する

「ワークショップ」をモデル地区を選定し開催す

る考えを伺います。
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（２）専門的知見を導入した

持続可能なネットワーク構築

深刻な運転手不足を見据え、大学等の専門家の

協力を得て、既存のバスやタクシーと調和し、10

年後も安心して暮らせる公共交通網を構築する

ための検討体制の構築について伺います。
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３月２日（月） 発言順番 ６ 原 勝信 議員

質 問 事 項 質 問 要 旨 質問の相手

質問事項１

市長の政治姿勢について

コロナ禍であったが、２期目となる令和４年６

月議会定例会の開会での市長の所信は『これまで

に掲げた「医療・福祉・子育て支援の整備促進」

「持続可能で安心安全なまちづくりの推進」「産

業の育成・雇用対策の推進」及び「スポーツ・文

化活動の振興」の４つの重点施策を引き続き進め

ていくとともに、同年３月に策定した第２次小林

市総合計画後期基本計画を確実に実行し、さらな

る市政発展に努める』とのことであった。２期目

就任時に掲げた政策の成果について伺う。

市長

（１）市政４年間の総括につ

いて

最重要施策の「健幸のまちづくりの推進」や将

来的な社会保障費の抑制につながる「こばやし健

幸ポイント事業」の実施に加え、令和４年３月に

基本計画を策定した「健幸のまちづくり拠点施設

整備事業」による、体育館機能、健康づくり機能、

子育て支援機能及び避難所機能を備えた、市民の

皆様がいつでも気軽に利用することができる複

合型総合体育施設の整備も完成を迎える。医療費

助成拡充などの子育て支援策や基幹産業である

農畜産業など、本市の強みを生かした施策の展開

と、若者の定住や人口減少問題、地域活性化など、

今期４年間の総括について伺う。

（２）次期市長選について 次期市長選については昨年６月議会で出馬の

意向を表明されている。人口減少や医療、福祉、

教育、経済対策など、今後さらなる市政発展のた

めに取り組むべき課題も山積している。特に令和

９年に開催される日本のひなた宮崎国スポ・障ス

ポの開催に向けた準備やこれに伴う施設整備、地

域活性化に向けた施策など様々な取組も重要で

ある。これまでまいてきた種を花咲かせる本市の

未来について市長の見解を伺う。
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質問事項２

新市施行 20 周年記念イベン

トについて

平成 28年３月 19日に旧小林市と旧須木村の合

併から 10 年の節目を記念した「小林市新市誕生

10 周年記念イベント」が開催されている。イベン

トでは約 2,000 人が参加し「一つの椅子に連なっ

て座った最多人数」でギネス世界記録に挑戦し、

地元テレビ局の番組内で生中継され、県内外へ情

報発信されている。記念すべき 20 年の節目の記

念式典や市民総参加の記念事業など地域の一体

感や愛着の醸成に向けた 20 周年イベントについ

て伺う。

市長

教育長

（１）市内の児童・生徒による

企画運営について

記念式典や市民総参加の記念事業に向けた 20

周年のイベントや冠事業について伺う。

また記念事業に向けた市内の児童・生徒による企

画運営の実施について伺う。

質問事項３

ＧＩＧＡスクール構想の実

現に向けた計画について

学習及び校務でＩＣＴ機器を積極的かつ効果

的に活用し、教育の質の向上や一人一人の個性に

応じた学習の実現について伺う。

また、ＩＣＴ機器を効果的に活用した学習活動

の充実や、これからの時代を生きるための情報活

用能力の向上並びに同計画に基づいた小・中学校

におけるＩＣＴの活用や環境整備について今後

の見解を伺う。

市長

教育長

（１）ＩＣＴ活用について 各年度におけるＩＣＴ活用目標や指導体制の

強化、働き方改革（校務の効率化）への対応につ

いて伺う。

また、教員のＩＣＴ活用指導力調査の結果を踏

まえ、教員を対象とした研修について伺う。

（２）リーディングＤＸスク

ール事業について

宮古島市の小中学校では「個別最適な学び」と

「協働的な学び」の一体的な充実、校務の徹底的

な効率化や対話的・協働的な職員会議・教員研修

をテーマに重点的に取り組まれている。リーディ

ングＤＸスクール事業は、ＧＩＧＡ端末の標準仕

様に含まれている汎用的なソフトウェアとクラ

ウド環境を十全に活用し、児童・生徒の情報活用

能力の育成を図りつつ、個別最適な学びと協働的

な学びの一体的な充実や校務ＤＸを行い、全国に
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好事例を展開することで、全国全ての学校でＩＣ

Ｔの「普段使い」による教育活動を推進するため

のものである。全国の小中高等学校、約 200 校の

取組等を参考に、本市の見解を伺う。

質問事項４

地域生活支援事業について

事業の実施主体である市町村等が、地域の特性

や利用者の状況に応じて柔軟に実施することに

より、効果的・効率的な事業実施が可能である。

事業利用者のニーズや利用要件、外出範囲、費用

負担など、本市の現状について伺う。

市長
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３月２日（月） 発言順番 ７ 金松 勲 議員

質 問 事 項 質 問 要 旨 質問の相手

質問事項１

市長の２期８年間の市政に

ついて

本市の農林畜産業の振興、地域経済活性化、健

幸のまちづくりを最重要施策とした複合型体育

施設の整備など評価される中で、人口減少・少子

高齢化に伴う「持続可能なまちづくり」など今後

の課題となるが、市長の２期８年間の実績と課題

及び今後の取組について伺う。

また、須木地区のさらなる振興策について市長

の見解を伺う。

市長

質問事項２

須木庁舎の現状について

須木庁舎は、昭和 56 年に旧須木村役場として

総事業費６億１千万円で建設され、平成 18 年の

旧小林市との合併以降は、須木総合支所として位

置づけられている。須木庁舎の現状について次の

とおり伺う。

市長

（１）「小林市須木庁舎」整備

基本方針について

「小林市須木庁舎」整備基本方針について、令

和７年 12 月に議会に説明があったが、改めて策

定までの経緯やこれまでの住民への周知につい

て伺います。

（２）須木庁舎の維持管理に

ついて

須木庁舎は建設から 44 年が経過しており老朽

化が進んでいるが、今後の維持管理について伺

う。

質問事項３

須木地区における農村型地

域運営組織（農村ＲＭＯ）形成

推進事業について

令和７年３月に農村型地域運営組織（須木農村

ＲＭＯ）が立ち上がり、形成推進事業費補助金 535

万円が計上されている。須木地区の地域資源の保

全、生活環境、農業生産活動、集落維持、社会福

祉など各関係組織団体が取り組んでいる本年度

の主な事業内容を伺う。また、本年度を含む３年

間の事業内容を伺う。

市長
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３月２日（月） 発言順番 ８ 大迫 みどり 議員

質 問 事 項 質 問 要 旨 質問の相手

質問事項１

在宅障がい者・介護者支援

について

特別障害者手当は、精神又は身体に著しく重度

の障がいを有し、日常生活において常時特別の介

護を必要とする障がい者に対して支給されてい

るが、本市における状況について問う。

また、在宅介護に欠かせない訪問看護や訪問介

護の状況について伺う。

市長

（１）特別障害者手当の支給

状況と周知について

本市における特別障害者手当の支給状況を伺

う。また、制度を知らないがために申請されてい

ない方々についての対応と制度の周知について

伺う。

（２）訪問看護や訪問介護ヘ

ルパーの状況について

在宅生活に欠かせない訪問看護や訪問介護ヘ

ルパーの状況を伺う。
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３月３日（火） 発言順番 ９ 吉藤 洋子 議員

質 問 事 項 質 問 要 旨 質問の相手

質問事項１

小林市教育みらい検討委員

会の提言書を受けて

現在、市において学校の在り方について、どの

段階まで検討が進んでいるか伺います。

市長

教育長

（１）学校統廃合後の校舎利

活用について

統廃合後の校舎利用について、どのような方針

での協議がなされているか。空き校舎は放置すれ

ば、維持管理のかかる負債になりますが、活用次

第では、地域の新たな価値を生む「資産」となり

ます。空き校舎利活用の基本方針が協議されてい

るか伺います。

また、他自治体の事例調査などを行われている

か伺います。

（２）部活動の存続・移行に関

する方針について

保護者から特に多いのが部活動の存続に関す

る不安の声です。

・希望する部活動に入れるか。

・通学時間が長くなると、参加しづらくなるの

では。

・指導者の確保や、送迎はどうなるか。

統廃合を検討する際、部活動の存続、移行につ

いてどのような基準や方針で判断するのか伺い

ます。

質問事項２

映画「木の上の軍隊」の上映

について

小林市出身の日本兵をモデルに制作された映

画「木の上の軍隊」が、市民の要望も多い中、小

林市でも上映されました。昼夜２回に分けて開催

され、いずれも満席になったことは、市民の関心

の高さを示すものであり、事業として一定の成果

があったものと受け止めております。映画上映の

内容等について伺います。

市長

教育長

（１）事業費について 総事業費（上映料、会場費、広報費、人件費な

ど）を伺います。

（２）来場者数と属性の把握

について

延べ来場者数、来場者の年代別、市内・市外

の別などの内訳を伺います。

（３）費用対効果について 今回の上映によって、どのような効果があった

と評価しているか伺います。
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（４）今後の事業展開につい

て

今回の上映会をきっかけに、今後も戦争体験の

継承や平和学習に関する効果的な事業として映

像作品の上映や講演会などを継続する考えはな

いか、また、改善点をどのように考えるか伺いま

す。

（５）イベントの成果の定義

について

市のイベントは参加者数が多いほど成功とさ

れがちですが、実際には学びや交流、地域活性化、

市民満足度の向上など多面的な成果があります。

今回の上映結果を踏まえ、市としてのイベントの

成果をどのように定義し、成果の大きいものを優

先的に今後の施策に結びつけるのか伺います。

質問事項３

人口減少対策について

本市においても少子高齢化が急速に進み、人口

減少が深刻な課題となっています。出生数の減

少、若年層の流出、高齢化の進展により地域の活

力が失われつつあります。そこで、人口減少対策

をより強力に推進するための部局横断的なプロ

ジェクトチームの設置について市の考えを伺い

ます。

市長

（１）人口減少の現状認識に

ついて

本市の人口減少と少子高齢化の現状について、

市としてどのように分析されているか伺います。

また、人口減少の主な要因をどのように把握し、

これまで取り組んできた人口減少対策の成果と

現時点での課題をどのように認識しているか伺

います

（２）人口減少対策プロジェ

クトチームの設置について

人口減少は待ったなしの課題であり、そのよう

な中で切実な担い手不足の現状があります。この

ままでは、基幹産業の衰退なども危ぶまれ、従来

の取組を継続するだけでなく新たな対策が必要

です。また人口減少は、子育て支援、教育、雇用、

移住、地域経済など多岐にわたる分野に密接に関

わる課題です。しかし、縦割りの組織体制では、

十分な連携が取れず、スピード感を持った対応が

難しい面もあると感じています。他自治体では、

人口減少対策に特化したプロジェクトチームや

戦略室を設置し、成果を上げている例もありま

す。市長の強いリーダーシップのもと、守りの行
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政から、攻めの行政へ転換するため、部局横断の

プロジェクトチームを設置できないか、市の考え

を伺います。

質問事項４

農業特化型地域おこし協力

隊員の募集について

基幹産業である農業は、農業従事者の高齢化、

後継者不足により、耕作放棄地の増加や生産量の

減少が懸念されています。このことについて、以

下のとおり伺います。

市長

（１）農業の担い手不足に関

する現状認識について

農業の担い手不足をどのように認識している

か伺います。

（２）農業分野における地域

おこし協力隊員の可能性につ

いて

担い手不足は待ったなしの課題であり、協力隊

員制度の活用は、即効性のある対策の一つです。

全国では、地域おこし協力隊員を農業分野に特化

して受け入れ、新規就農者の育成、農産物のブラ

ンド化、６次産業化の推進、ＩＣＴ農業の導入支

援などに成功している自治体が多数あります。

本市においても、農業に特化した協力隊員を受

け入れることで、担い手不足や農業振興に寄与で

きると考えますが、農業特化型の地域おこし協力

隊員を積極的に募集する方針を検討されないか、

市の見解を伺います。

（３）受入態勢の整備につい

て

協力隊員が農業に取り組むためには、研修先農

家の確保、住居の確保、就農後の支援制度、地域

とのマッチングなどの整備が必要と考えますが、

市の見解を伺います。
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３月３日（火） 発言順番 10 竹内 龍一郎 議員

質 問 事 項 質 問 要 旨 質問の相手

質問事項１

市長の政治姿勢について

新年度予算については、骨格予算であります

が、２期目を振り返っての反省や課題について伺

います。また、それに伴い次期市長選に向けての

市長の市政運営の抱負を伺います。

また、平成の合併から 20 年目を迎えますが、ど

のような総括をされているのかを伺います。

市長

（１）市長の２期目の総括と

次期市長選に向けての抱負に

ついて

２期８年の市長の施策の中での反省点や課題

点などを伺います。また、市長として成し遂げた

ことや誇れることがあればお示しください。ま

た、次期市長選立候補の抱負をお示しください。

（２）平成の合併の総括につ

いて

旧須木村との合併から今年で 20 年目を迎えよ

うとしています。人口減少も進み現在の人口は４

万人余りとなっていますが、市としてはどのよう

な総括をされているのか伺います。また、合併 20

年に際して、市民を交えた合併の記念行事や冠大

会等の計画をされないのか伺います。

質問事項２

人口減少対策と地域活性化

の取組について

少子高齢化・人口減少が進んでいる中、ジェン

ダーギャップ解消と地域活性化は切り離せない

ものと考えおり、具体的な対策や取組を伺いま

す。

市長

（１）人口減少の分析とジェ

ンダーギャップの解消につい

て

人口減少の一番の要因分析とその対策や改善

策、市の年齢階級別純移動数の分析と若者回復率

を伺います。

また、生産年齢人口を増加させるなどの取組は

ジェンダーギャップ解消が必要だと思いますが、

現状の把握と対策をお示しください。さらに、ジ

ェンダーギャップ解消の専門アドバイザーの選

任、プロジェクトチームの結成など地域ぐるみの

取組が必要だと思いますが、所見を伺います。

（２）地域活性化について 本市の地域活性化に向けた戦略を伺います。本

市においてブランド化を目指す 具体的かつ横

断的な取組事例をお示しください。また、今後の

さらなる進展のための方策と本市の認知度を高
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める取組の考え方をお示しください。

質問事項３

市立病院の運営について

全国の自治体病院は約８割が赤字経営となっ

ています。そこで、地域医療の中核となる市立病

院の現状と今後の見通しを伺います。

市長

（１）市立病院の経営につい

て

コロナ禍後の病院の経営状況は、交付金も減額

され、さらに薬剤費、物件費等の高騰により経営

がより厳しいものがあると聞きます。診療報酬の

見直しも示されておりますが、現在の経営状況と

今後の見通しを伺います。また、今後の市から市

立病院への繰出金の考え方について伺います。

（２）診療体制について 医師・看護師不足の中での診療体制や病棟・外

来の勤務体制の現状を伺います。
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３月３日（火） 発言順番 11 前田 隆博 議員

質 問 事 項 質 問 要 旨 質問の相手

質問事項１

地域猫活動の持続可能な体

制整備と全域展開について

本市では、殺処分ゼロを目指す「地域猫活動」

の推進により、避妊・去勢手術の支援窓口が設置

されるなど、着実な成果を上げています。一方で、

現場を支えるボランティア団体は、保護シェルタ

ーや手術拠点の運営資金に苦慮しており、活動の

継続には民間の努力だけでは限界があります。ま

た、一部の地域にとどまらず、市内全域の行政区

でこの活動を広げたいという現場の声を受け、行

政として一歩踏み込んだ支援の在り方を伺いま

す。

市長

（１）民間シェルター及び手

術拠点の運営支援について

現在、ボランティア団体が私費を投じて運営し

ている保護シェルターや手術拠点について、その

活動実態を市はどのように把握されているでし

ょうか。活動を安定的に継続させるための公的な

財政支援や、寄附文化の醸成に向けた市の協力に

ついて伺います。

（２）行政区単位での地域猫

活動の推進と周知について

現在、一部の地区で意欲的な活動が見られます

が、これを市全体へ広げるためには、各行政区（区

長会等）への働きかけが重要です。ボランティア

団体と各行政区が連携し、地域一体となった活動

を推進するための機会創出について、市の考えを

伺います。

質問事項２

インクルーシブ社会の実現

に向けた障がい者への伴走型

支援と公共施設の改善につい

て

障がいを抱えて初めて気づかされるのは、公的

な支援だけでなく、民間事業者のサポートなど、

知っているか否かで生活の質が大きく変わる「情

報の格差」があることです。また、公共施設にお

いても、障がいを抱える当事者の視点から見れば

利用しづらい構造が依然として残っています。誰

もが取り残されず、安心して社会参画できるイン

クルーシブなまちづくりに向け、情報の届け方と

施設整備の両面から市の考えを伺います。

市長

教育長

25



（１）障がい者への情報提供

と相談体制の充実について

公的サービスのみならず、交通機関や民間事業

者が提供するサポートなど、生活を豊かにする多

様な情報を、必要なタイミングで漏れなく届ける

工夫が必要です。現在の情報提供の在り方を点検

し、より相談者に寄り添った伴走型の周知・相談

の仕組みについて伺います。

（２）公共施設におけるバリ

アフリー化と利用環境の改善

について

小林市文化会館をはじめ、市が管理する公共施

設の中には、足の不自由な方にとって利用しづら

い構造の場所が見受けられます。既存施設の改修

や運用上の工夫により、障がいのある方も等しく

文化活動や行政サービスを享受できるよう、バリ

アフリーな施設整備を推進する考えを伺います。

（３）伴走型支援の強化によ

る「自立と共生」の推進につい

て

障がい者が社会のあらゆる場面で活動できる

よう、専門職や地域が連携し、個別のニーズに応

じた継続的な支援を行うことが重要です。誰もが

等しく、主体的に社会に関われるまちづくりに向

けた市長の決意を伺います。
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３月３日（火） 発言順番 12 貴嶋 憲太郎 議員

質 問 事 項 質 問 要 旨 質問の相手

質問事項１

市長の政治姿勢について

２期目の総括と次期市長選への抱負について

伺う。

市長

（１）最重要施策である健幸

のまちづくりの取組について

市民の健康意識の変化についてどう感じてい

るか伺う。

また、市民の健康への意識改善をどのように分

析しているか伺う。

（２）財政健全化に取り組ん

だ成果について

起債残高を減らし基金を増やしたことに対す

る評価について伺う。

また、将来負担と次世代へ引き継ぐ未来像を伺

う。

質問事項２

小林市地球温暖化対策実行

計画について（区域施策編）

重点的に取り組む施策について伺う。

小林市ゼロカーボンシティ宣言に基づく計画

の取組状況と効果について伺う。

また、再生可能エネルギー推進の考えについて

伺う。特に小水力発電推進についての考え方を伺

う。

市長

質問事項３

空き家対策について

今後も増加傾向にある空き家の現状と課題に

ついて伺う。

また、空き家のデータを分析し適切な管理体制

を整える施策について伺う。

市長

（１）小林市空家等対策計画

について

計画に基づいた施策の取組状況と空き家にな

る前の単身高齢者世帯の把握などの取組につい

て伺う。

質問事項４

地方創生の取組について

移住施策を推進しているが、関係人口をさらに

増やす取組について伺う。

国では、居住地以外の地域に継続的に関わる人

を「ふるさと住民」として登録する「ふるさと住

民登録制度」の創設が検討されており、関係人口

の増加や空き家の利活用にもつながるとされて

いるが、制度が創設された場合の考えについて伺

う。

市長
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